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１．はじめに 

 

（１）研究の背景と目的 

郊外の慢性的な渋滞や中心市街地の衰退といった諸問

題は，従来のまちづくり３法「大規模店舗立地法 1 ）

（以下，「大店立地法」と略記）・中心市街地活性化法
2 ）・改正都市計画化法3 ）の効果的な運用によって解決

にむかうはずであった．しかし，実態としては中心市街

地の衰退に歯止めをかけることはできず，大規模店舗の

郊外立地にますます拍車がかかった．このような状況を

鑑み，まちづくり３法の改正が行われた． 
例えば，2007年11月に全面施行された改正都市計画法

4 ）では，延床面積が1万㎡を超える大規模集客施設の郊

外部への出店を原則的に禁止するものである．大規模集

客施設はこれまでほとんどの用途地域で立地が可能であ

ったが，中心市街地の衰退や大規模店舗の郊外出店によ

る間延びした都市構造，インフラ整備などへの影響が問

題となっていた．今回の法改正により，大規模店舗の立

地が制限されることで，今後，広域的な立地調整機能が

働き，スプロール化の抑制及び中心市街地への都市機能

の集約化などが図られることが期待されている． 
一方で2000年6月施行の大店立地法の指針値(以下｢旧

指針｣と略記)は全国一律の値であり，それらの数値を用

いて駐車場台数を推計することは各地方都市の特性が考

慮されにくく，店舗特性などに関しても十分に反映され

ていないことが大きな問題であった5 ）．そのため2005
年に，指針の見直し作業が行なわれ，｢大規模小売店舗

を設置するものが配慮すべき事項に関する指針｣6）(以下

｢改定指針｣と略記)が施行された．この改定作業により，

地域独自の観点での評価基準の設定が推奨された．実際

に栃木県では，日来客数原単位に業態係数という補正係

数の乗算や，自動車分担率の引き上げ等を行ない，県の

独自基準としている．しかし，評価基準は地域によって

異なると共に，経年的にも変化している．今後，改定指

針自体の見直し時期についての明記はなく，基本的に地

方にその運用を任されることとなっている．このような

経緯を踏まえると，地域の独自基準についても，引き続

きその適性について判断していく必要性がある．本研究

では，指針値の中でも日来客数原単位(以下｢原単位｣と

略記)の経年変化について着目する． 
（２）既存研究の整理と本研究の位置付け 

 原単位に関する既存研究として，黒川ら7 ），西宮ら
8 ），森本ら 9 ）などがあり，原単位に関連した研究は

数々なされているものの，時間経過による原単位の変動

についてなされている研究はあまりみられない． 
交通アセスメントにおける発生交通量に関しては都市

の規模や用途地域，床面積により異なる原単位を使用す

る．開発形態，アセスメント主体によって使用する原単

位が異なり，各種マニュアルで定められた原単位により

導かれる結果には乖離が存在するなど，以前として原単

位の正確さに疑問が残っていることは周知の事実である．

本研究の特色は，栃木県及び宇都宮市を対象に定量的な

データを用いて原単位が時間的に変動していることを確

認しているところにある． 
 原単位の変動要因として一般的に以下の3つが考

えられる．1つ目は全商業床面積の増加による自店

舗面積比率の相対的減少．2つ目は時間経過に伴う

店舗自体の魅力低下．3つ目は交通混雑等の交通環

境の変化．これら3つの変動要因を3章～6章で異な

る分析手法を用いて検証することで原単位の変動要

因を探ることとする． 
 
２．宇都宮市における大規模店舗の立地動向 *キーワーズ：原単位、交通アセスメント、大規模小売

店舗立地法  
 本研究は栃木県及び宇都宮市の大規模店舗を分析対象

としているため，大規模店舗の(1)規模と立地分布，(2)
中心市街地との関係について触れておく． 
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（１）大規模店舗の規模と立地分布 

 宇都宮市における立地年次別の大規模店舗の規模と立

地位置を図-110 ）に示す．この図からわかるように大店

 



立地法が施行された 2000 年から郊外に店舗立地が進ん

で行われる傾向が読み取れる．特に，インターパークと

呼ばれる郊外部に相次いで立地していることが分かる．

また，宇都宮市の大規模店舗の立地場所は，中心市街地

はもちろんではあるが，外環状道路に張り付くように立

地していることが見て取れる． 
 

 
図-1 宇都宮市の大規模店舗の立地年次別分布状況 

 
（２）中心市街地と郊外における商業床の比較 

宇都宮市における中心市街地と郊外の商業床の推移及

び中心市街地通行量の推移を図-211） ）12 に示す．2001 年

から 2005 年までのわずか 4 年で，郊外に立地した大規

模商業施設の床面積は 1.61 倍と飛躍的に増加した．増

加した床面積は 21.5 万㎡にものぼり，その量は実に

2005 年の中心市街地の床面積の 4.0 倍にも相当する．中

心市街地はこの影響を受け，中心市街地の通行量は 0.56
倍と大幅に減少した．しかし，2005 年から 2007 年にか

けて郊外床面積の増加がわずか 1.01 倍だったため，中

心市街地の交通量は1.03倍の横ばいとなっている． 

0

50

100

150

81 82 83 84 85 86 87 88 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07

通
行

量
（

0

100

200

300

年

全
商

業
床

200

250

300

千
人

）

400

500

600

700

面
積

（
千

㎡
）

郊外の商業床

中心市街地の商業床
中心市街地通行量（日曜日）

中心市街地通行量（平日）

 
図-2 

 

３．栃木県内の大規模店舗における原単位の変動実態 

 

ここでは栃木県内の大規模店舗における原単位の変動

について着目した．使用データは2002年と2004年に調査

された店舗営業実態調査である13 ）．調査は現地調査と

店舗へのアンケート調査が行なわれた． 
（１）大規模店舗に対する調査概要 

2002 年の調査は，協力の得られた既設 30 店舗に対し

て行われた営業実態調査である．2004 年の調査は既設

51 店舗の駐車場出入り口で実施したナンバープレート

調査である．調査対象日は，大店立地法で示されている

平均的な休祝日とし，来客が急激に変化する年末・年始

の時期は除外した． 
１）30店舗営業実態調査概要 

2002 年の調査は既設 30 店舗に対する営業実態調査

(以下｢30 店舗営業実態調査｣と略記)である．調査対象店

舗は，指針が用途地域，行政人口，店舗面積で区分され

ているので，それぞれの代表的な店舗を抽出した．調査

では駐車可能台数と，出入口における交通手段別のカウ

ント調査などを行なった．ピーク時間については，店舗

に対しヒアリング調査を実施し，回答が得られた時間を

ピーク時間とした．調査概要を表-1に示す． 

N 

表-1 30 店舗営業実態調査概要 

調査対象 栃木県内の大規模小売店舗

調査店舗数 30店舗

調査実施期間 2002年1月12日～3月24日

現地調査・アンケート調査

来客ピーク1時間を含む前後3時間

の駐車場入出庫数・平均乗車人員

自動車分担率・店舗規模等

調査内容

調査対象 栃木県内の大規模小売店舗

調査店舗数 30店舗

調査実施期間 2002年1月12日～3月24日

現地調査・アンケート調査

来客ピーク1時間を含む前後3時間

の駐車場入出庫数・平均乗車人員

自動車分担率・店舗規模等

調査内容

 
２）51店舗交通実態調査 

2004 年の調査は 30 店舗営業実態調査を踏まえ，より

詳細な分析が必要と考えられた業態に絞り込んで実施さ

れた．調査方法は，駐車場出入口におけるナンバープレ

ート読み取り調査(以下｢51 店舗交通実態調査｣と略記)で
ある．調査対象店舗は，店舗面積と業態で抽出した．業

態分類は取扱い商品や運営の形態などから，商業統計調

査業態分類表の業態区分と大店届出書の記載事項を用い

て行なった．調査概要を表-2に示す． 
表-2 51 店舗交通実態調査 

調査手法 　ビデオカメラ調査・手記入調査

　9：00～17：00(開店時間により多少変動)　開店時刻から8時間調査時間

GMS(総合スーパー)
HC(ホームセンター)
SM(食料品スーパー)

家具
家電

調査項目

業態

　入・出庫車のNP4桁と時刻(分単位)
　入庫時の乗車人員
　出入口・駐車場形状(デジカメ撮影)
　開店前の駐車車両数
　渋滞の有無等の記述

調査手法 　ビデオカメラ調査・手記入調査

　9：00～17：00(開店時間により多少変動)　開店時刻から8時間調査時間

GMS(総合スーパー)
HC(ホームセンター)
SM(食料品スーパー)

家具
家電

調査項目

業態

　入・出庫車のNP4桁と時刻(分単位)
　入庫時の乗車人員
　出入口・駐車場形状(デジカメ撮影)
　開店前の駐車車両数
　渋滞の有無等の記述

 中心市街地と郊外における大規模店舗の商業床比較

 

 



（２）大規模店舗における原単位の変動実態 

前述したアンケート調査で対象となった81店舗の原単

位を分析すると，2000年以前に開店した店舗と2000年以

降に開店した店舗の原単位の平均は統計的な有意差

(1％)があることがわかった．表-3より，新規店舗の方が

集客が多いことがわかる．また，店舗の経年と原単位の

関係についてみると，開店から時間が経過するにつれて

原単位が減少していることは明らかである(図-3参照)． 
表-3 開店年次による平均原単位の違い 

立地年次 2000年以前 2000年以降

サンプル数 62 19 

原単位の平均(人/千㎡) 91.3 138.8 

y = -1.2 x + 115.5
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図-3 経年による原単位の減少 

 
４．ハフモデルを用いた経年における店舗選択率の変化 

 
郊外に立地した大規模店舗が中心市街地にどれほどの影

響を与えているかを分析するためにハフモデルを使用する． 
（１）ハフモデルによる店舗選択率の算出方法 
消費者の選択行動を明らかにするために，ハフモデル

を使用する．ハフモデルとは「あるエリアに住む消費者

が，ある店舗で買物をする確率は，商業施設の魅力に比

例し，そこに到達する時間・距離に反比例する」という

考えに基づいており，都市・地域の小売業の商業施設の

需要量を評価する目的でよく用いられている．モデル式

は以下の式で表される． 
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距離抵抗係数の規模　商業施設
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て表すと以下の(2)式となる．この式を使用して分析を行なう． 
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（２）店舗選択率の算出結果 

宇都宮市全体の商業床は2000年から2004年にかけて，

約19万㎡増加し，そのうちの約16万㎡(約85％)はインタ

ーパークと呼ばれる郊外の大規模商業施設群に立地した．

この増床が中心市街地に立地する店舗に及ぼす影響につ

いて分析を行なう． 
宇都宮中心市街地に立地しているＡ店舗(商業床面積

約3万5千㎡)を分析対象店舗としA店舗選択率を算出し

た．町目ごとに 2000 年と 2004 年におけるＡ店舗への選

択率を推計し(図-4A，図-4B)，A店舗選択率の変化を算

出した(図-4C)．A店舗選択率は 2000 年と比べ，2004 年

の値は平均で約 2.4％減少した．その中でもインターパ

ーク周辺では約 6.8％の減少となり，中心市街地より郊

外部にいくほど減少分は大きくなることがわかった(図-
4C参照)．つまり，中心市街地の衰退は，全体の商業床

面積の増加による相対床面積比率の減少が一要因である

と考えることができる．ここで，人口が増加しない限り

選択確率の減少は来客の低減を意味し，原単位の低下を

意味している． 

：対象店舗の位置

：インターパークの位置

集客率(％) 集客率(％)

2000 2004

A：2000年の店舗選択率図

B：2004年の店舗選択率図

C：店舗選択率の変動図

A

C

B店舗選択率（％） 店舗選択率（％）

:-0.2～-1.7
:-1.7～-2.1
:-2.1～-2.5
:-2.5～-3.0
:-3.0～-6.8

（51）
（49）
（49）
（48）
（49）

集客率の減少分（％）

店舗選択率の
減少分（％）

 
図-4 Ａ店舗への店舗選択率の変動図 

 

５．複数店舗を対象とした日来客数原単位の変動分析 

 

本章では 3 章で記述したアンケート調査のデータを使

用して集客変動要因を業態ごとに探る．この分析により，

原単位の変動に最も基因する項目を知ることができる． 
30 店舗営業実態調査，及び 51 店舗交通実態調査から

得られたサンプル数は 81 店舗であるが，本分析では用

途地域と業態(GMS,HC,SM,家具,家電)が把握できた 66

 



店舗を抽出した(1)．その後，原単位の変動要因を探るた

め，目的変数を日来客数原単位(人/千㎡)として業態別に

数量化Ⅰ類分析を行なった．また，説明変数には大店立

地法指針に記載の必要駐車台数の算出式に用いられてい

る指標を加えた． 
ここでは傾向が顕著に表れたSM(食品スーパー)の結

果を表-4に示す．重相関係数は 0.766 と良好な値を得る

ことができた．表-4から日来客数原単位に最も影響を及

ぼす要因は営業年数であるといえる．また，カテゴリー

スコアが正の値を示すほど原単位を大きくしている要因

である．つまり，営業年数については開店から年数の経

過していない店舗ほど集客力があるといえ，営業年数が

経った店舗ほど，来客が減ることがわかる． 
表-4 説明要因のレンジと相関係数(SM 系店舗) 

ｶﾃｺﾞﾘ-ｽｺｱ 単相関 偏相関
商業地域 -25.5
工業 -48.7
その他 17.6
40万人以上 -14.1
40万人未満 4.7
1km未満 38.1
1km以上 -20.5
1～5年 68.6
6～10年 -2.4
11年以上 -33.1

135.4 0.766

レンジ

定数項 重相関係数：

0.718

0.326

 4位

66.3

101.7

0.569

0.174

 2位

 1位

58.7

0.202

0.156

0.419

 3位

18.8

0.575

説明変数

用途地域

行政人口

駅までの距離

営業年数

 
 
６．交通制約による来客の減少 

 

 自動車を利用する買い物客は道路を経て店に到着する．

しかし，店舗に自動車が集中すると渋滞を起こす．つま

り，どんなに魅力のある店舗でも道路状況によっては来

客数に一定の制約がかかるといえる． 

（１）インターパークの概要 
宇都宮市郊外のインターパークは周りに主要な公共交

通がなく駅からも遠いため，来客の 97％が車を利用し

ている14 ）．さらにインターパークに立地しているほと

んどの大型店舗は，南北に縦貫する片側 2 車線の都市計画

道路(3・3・109 号)に張り付くように立地している．多く

の入庫口もこれに面していることから，特に週末はこの都

市計画道路で入庫・出庫に起因する渋滞が起こっている． 
（２）郊外立地による制約 

このインターパークは，2004 年から 2006 年にかけて

13.9 万㎡から 16.7 万㎡と約 3 万㎡増床した．その前後

におけるインターパークエリア内，全 12 箇所の交差点

の 12 時間交通量の総和(以下｢通過交通総量｣と略記)は，

28.5 万台から 27.1 万台と約 5％減少していることが調査

結果からわかった．店舗面積が約 20％増加したのであ

れば，通過交通総量もそれに見合うだけ増加していなけ

ればならない．この現象が起こった原因としては，交通

量がある一定値以上増加できないような制約がネットワ

ーク上に生じていることが考えられる． 
前述しているように，郊外店舗周辺では慢性的な渋滞

が発生しているため，それが原因で通過交通総量が下が

ったと考えることができる．つまり，公共交通の希薄な

郊外エリアは，渋滞等の道路混雑によって交通量に制約

がかかるといえる．つまり，現況の交通ネットワークで増

床しても，それに見合うだけの交通量の増加は見込まれな

いので相対的に原単位が低下する可能性が高いといえる．  
 
７．おわりに 

 
本研究では原単位に着目し，一般的な変動要因を3つ

挙げた．1 つ目はハフモデルを用いて全商業床面積の増

加による選択確率の減少を分析した．2 つ目は集客分析

により，時間経過に伴って来客数が減少することが分か

った．3 つ目は交通容量の小さい郊外に立地する店舗で

は，交通混雑等の交通環境の変化によって原単位が減少

する可能性を示唆した．まとめると，時間経過による全

商業床の増加及び店舗の魅力低下が一要因となり，原単

位が減少することがわかった．また，公共交通の希薄な

郊外店舗はそれに加え，渋滞による交通制約も影響する

ことがあるといえる．  
今後の課題としては，原単位の精度向上及び継続的な

分析があげられる．そのためには，既存店舗の経年的な

追加分析を行なう必要があると思われる． 
―――――――――――――――― 
【補注】 
(1) 5つの業態のサンプル数はGMS=23，HC=23，SM=20，家具

=5，家電=10 である．家具，家電に関してはサンプル数が
少なすぎるため，数量化分析を行なわなかった． 
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